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私学の中小企業的体質についての一考察（尾形）

私学の中小企業的体質についての－考察

－東京の私立高校を中心として－

尾形 憲

はじめに

本摘は，過去数年|l(lにおけるWlrの短い教職員組合迎動の体験にもとづ

き，この繭の問題にはもともと１１１１外漢である縦背の限られた知識と手もと

の乏しい資料とをたよりに，東京地区の私学，さしあたり両等学校（以下

高校と略称）を中心としてそのﾘﾐ↑iIiといくつかの問題点をとり上げ，これ

を十分整理することなしに，きわめて皮相的な考察を試みたものである。

すなわち，論稿の全休は，官庁統計その他の盗料によりさまざまの側而か

ら私学の特徴点を検出し，これをもとにして一定の推論をひき出す作業に

あてられているが，それは今のところ内冊Ⅱ的・個別的なｌ１Ｉ１題を捨象したき

わめて表面的な一般''10現象把腺にとどまり，掘り下げた､１１論的な問題点，

たとえば日本資本主義の中でのﾂﾅ伽力供給源としての私学の位置づけとか

あるいはまた私学の本厩論，後11J1｢１１癖教育の意義とかいった諸課題は正面

から取上げていない。とくに，本論のきわめて重要な一環をなすはずであ

った労llill組合運動にlHJする老察は，主として時'１N的制約により割愛せざる

をえなかった。従って本稿が学１１１]的にいかほどの意義を持ちうるかはきわ

めて疑問であり，またその｢'１には１１然多くの誤りや不十分さが予想され

る。これらについては，とくにii・lj枝以外の私学_さしあたり私立大学一屯

ふくめて，今後兼者なりの研究を深めたいと意図しているが，とくに各方
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面からの御叱正・御教示をお願いしたいと思う。

注）本稿では次の略称を用いる。

文・基本調査＝文部省・学校雅木;iIM斑服く!『蘇

都・基本調査＝東京都・学校韮木洲斑服く!ｒ

速報＝文部統計速鯏

教員調査＝文部省・学校数日調在lilllIi;11：

鱗成等調査＝文部省・学校撒貝櫛成等iiM1査服;1鵠

１

本論に入るに先だち，私たちは私学が全休として日本の教育・研究の中

でどのような地位を占めているかを，さらに当而の考察の対象となってい

る東京地区での比重がどのようなものであるかを，さしあたりいくつかの

重要な指標によって概観しておこう。

第１表学校数および在学者数（全国）１９６５．５．１

区分｜国 立 私立/計

一ユ

私公
－８_・

_)Ｌ 計

3,016

(118）
5,340

（42）
8,391

(160）
幼稚園 63.6％3５

(蕊ｉｉｉ’
10,88別
(,96)’

２２，６７６

(3,301）小学校 0.77２ １６０学

617

(2)
11,581

（498）中学校 ７６ 5.3枚
数

4,082

(767）

３６９

２，８７４

(759）
1,184

（８）高校 2４ 2９．０

短大 2８ 4０ 301 8１．６

大学 7３ 65.93５ 209 317「

幼稚園 ３，４７２ 297,317 831,645 7３．４1,132,434

小学校 45,389. 9,678,328 5１，８１４ 9,775,531 ０．５

在
学
者
数

ｑ

ｆ
Ｌ
ｌ
ド
ー
ー 中学校 36,018 5,739,632 180,991 3.05,956,641雛｜錘 11,435 3,397,392 10665,232 5,074,059 32.7

125,9008,060 1３，６０３ 147,563 85.3

大学 283,380 38,277 660,899 937,556 7０．５

注）１．『速報』Ｎｏ．１０８およびＮｏ．１１０による。

２．括弧内は外数で分圃・分校を示す。

１
１
１
１

２
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私学の中小企業的休闘についての－考察（尾形）

第１表は，文部省調査により1965年度の全国の幼稀岡．小学校，中学

校，ｉ{１校〆短期大学（以下短大と略称）および大学の学校数と在学者数を

設侭群（風・公・私立）別に示したものである｡一見して，国公立をふくめ

た全休の中で私立の占める割合は，義務教育段階の小・｢１１学校を除けば，

きわめて大きいことがわかる。すなわち，幼稚剛は学校数で６割，在学者

数で７割をこえ，高校ではいずれも約３割，短大では８判以上，大学では

％前後が私立で占められており，しかも第２表で明らかなように．この比

率は戦後ほぼ一貫して商まってきている。

次に東京地区の状況を第３表についてみてみよう。これを第１表と比較

すれば－以下の教職員数においても同様ではあるが－，どの項目につ

いても例外なく東京地区での私立のウェイトが全国平均より薪し<高いこ

とが明らかである。在学者数についていうなら,幼稚園，短大,大学はその

第２表学校数および在学者における私立の比率の推移

、 L刀■Ⅱﾛ〃･■刀●エ.１１△■可

ロ

Ｍ１’５０．８
｢可

８．８１６９

。Ｉ〆ムユヨ

３０．２１６［ ５８．５１６§

注）各年度「文・基本調交」による。ただし'６５年度は『速報」，’６６年度は文

部省大学学術局調識の学校数により算出。
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９割以上，高校においても６(Ｉｉｌ以上（全日制のみについていえば511,971人中

357,136人でほぼ７W11）が私立に在鰭しており，「１１学校についても７～８人

に１人は私立というiiQ1iい数字を示している。さらに東京の私立は，単に東

京都内で国公立に比しiiDliい比1Kをもつというだけでなく，第４表で見るよ

うに日本全休の私立の｢'１でのウェイトもきわめて商いことが注目される。

私学の都市集中は第４表によっても一見明瞭であり，ここに挙げられた７

部府県で全私学在学者の過半数から９割以上を占めるのであるが，なかん

ずく東京をぬきにしては私判Ⅱ題は論じられないといっても過言ではな

く，このことは理論的にも突践的にもきわめてIIi大な意捷をもつ。

次に教職員数はどうか。節５表によれば，依然として小・中学校を除い

て私立の占める割合はきわめて商く，とくに東京において芳しい。なお全

休として兼任教員への依存がきわめて大きいことも，さしあたり私学の特

第３表学校数および在学者数（東京）１９６５．５．１

区分｜同 私立’iil.｜私立/計
-0-.

-Ｍ． 公

－
し

ユ
１
一

学
校

Ｉ
Ｉ

幼稚園 9５４１88.7％106 846２

1,035

（34）
1,094

（34）小学校

中学校

６ 5３ ４．９

４９５

（２）

１４４

(11）

709

(2)
2９．１206８

４１０

(11）高校 259 6３．２

７
’
２

|数 短大 7７ 8３１９２．５４

大学 8４ 9８１８４．９1３ １

159,1581９１．８

767,352 ２．９』【

450,6691１３．２

584,988

４８，５４９

6３．５【)８８１２０目

9６．１

９０．３

｡

454,038

注）１．１９６５「都・雑木mWiiIによる。
２．括弧内は外数で分剛・分校を示す。

４
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私学の中小企業的体質についての一考察（尾形）

徴的な点として注目される。

ここで今まで掲げられたいくつかの表をやや立ち入って点検してみる

と，ひとしく私学といいながら，さまざまの特徴点がそれぞれ現われてい

ることが看取される。すなわち，

（１）小・中学校はいずれの面からしても特殊な存在であることが示され

ており，とくに小学校においてこの点は著しい。国公立を含めた全休の中

でのウエイトの小さいことははじめに述べた通りであるが，さらにその逐
（１）

年の1上重が安定していること，生徒数における比率が学校数，本務教員数
（２）

におけるそれより小さいこと，大学・短大と異なり地区的色彩の強いii1Ii枚

以下の中にあって，東京での国公立に対する比重および東京への集中度が

何れもとくに高いこと，などである。

（１）中学生数の場合はここ数年綬漫な低下傾向を示している。

（２）「１１学校の数については，後述（第５節）のようにかなり多くの休校があること

を考慮する必要がある。

第４表私学の都市集中状況１９６５．５．１

8４１４６．６７１１４０９．９９４

ｕ】． lⅡ

Iｈｐ

8５７１dlE

Ｍ１５．８

１

，．７4m

３，１８ JＯＵｌ６６０．２

４，場Ｉ８

注）１．出所はｊｉｌ１衣とｌｉｉ１じ。

２．東京の人'二Iの全図総人口に対する比率は11.6％（1965.101』勢調査)。

－５－



第５表教 職 数貝 1９６５．５．１

｜
』
』

国 京全 東

私立/iif国 私立/計国 立｜公 立｜私 立 計立 公 立｜私 立 計

臘卜
L12iiiii｣＿

繍卜
|(,欄'（

７，０９２

（458）
26,204

（189）

１３

(3)
１２５

（49）

1,611

（87）
1,406

(346）
６０４

(338）

１０，３２８

(3,043）
３４，７４０

(2,035）
４５，１９３

(5127）
４６１

(98）
93.3％76.9％

345,093

(2,209）
341,381

(1,687）
229,035

(3,092）

2,101

(435）
２５，１７６

（24）
１４，８９４

(1,539）
８，５９２

(1,620）
１０８

（88）

１５２

（８）
１５７

（86）
１８４

(173）
２５

（37）

3.3０．６

237,743

(10,223）
１７，３０１
(4,302）

務
教
員
数

７，３０２

(6,785）

枝
一
枝
一
大
一
学

艸「｜商一短一大

３．１ 1３．０

|繭
１８，５３９

(7,148）
143,916

(14,001）
９６３

（1,085）
５，０８９

（1,606）

193,566

(31,067）

９，３２１

(11,130）
５７，４４５

(25,759）

５
４

●
●

ｏ
】
４

ｌ
ｂ
９

2５．３

２，３８７
(3,208）

19,821

13,527）

２７１

(925）
8６．８

:●

２９，８２８

(6,974）
６，１０９

(1,811）
４８３

(164）
22,528

(17,179）
66.73９．２

煮
L_竺竺 1,128 98.46,815 82.5 ７ 1２ 1,109

12,819 ２．７
－－－－‐ョ

1６．７

87,586 0.7 6２

本
務
職
員
散

643

5.6 ４，５２７

５，７９７

33,990 5１31,750 1,906

双
一
盤

52.226.935,440 13,216 49,050 8８ 【
甲
．
【
］
【
］ 91.01,244652 3,301 7７．９ 2６4,240

66.72796119,180 27,319 84,248 32.4 8,949

注）1．出所は『速報」No.108およびNo.ｎｏと１９６５『部・基本調査』。

２．括弧内は兼務者。
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２．（＋1）（－１）は私立より公立に変更したもの。

３．その他の（）は1966年度の数字で，文部省大学学術局の調査による。これ以外の出所は1965年度『全国大学一覧』

（文部省大学学術局）。
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（２）在学者数における私立の割合は，学校数，本務数員数におけるそれ

と比べた場合，小・｢'1学校以外は，ただ一つ幼稚園の教員数に比べた場合

だけを除けば，いずれも大きい。このことは，私立の「マンモス化」と

「すしづめ｣，「マスプロ」をうかがわせるものである。たとえば東京で高

校専任教員１人当り生徒数を右の表によって算出すれば，公立の24.4人に

対し，私立は38.1人と５割以上多く，兼任を加えて計算しても２４．６人と

なお上廻っている。また全国の大学教員１人当り学生数は国公立平均９．２

人に対し，私立は29.3人と３倍以上に及んでいる。

（３）とくにここ数年|M1幼稚図と商校では，学校数における私立の比率が

横這いでありながら，在学者数における比率はほぼ一貫して上昇している

のに対し,短大と大学では何れにおいてもかなり商い上昇を示している｡つ

いでながら,大学と短大について戦後の設置状況を凡れば第６表の通りで，

私立の場合ここ５年間に何れも約４割が設置されるという盛況ぶりであ

る。とくに学生急増)Ⅲ鋪１年ＩＥＩにあたる1966年度の定員増は，凶･公･私立

計34,003人｢|Iその８割以上の27,706人を私立で占めている（文部省大学学術

局調べ）が，いわゆる「水まし」を考慮すれば，事実上は９割以上に及ぶ

ものと推定される。

このようにしてみると，私立の１１１でも小・『'１学校は，それ以外とは甚だ

異なる存在として扱わねばならないようである。あるいは先走って極端な

言い方をすれば，今までの数字で大iii現象的に凡る限りでは，私立本来の

いわゆる「特殊性」とか「独自性」とかいうものは，どうやら小・'１]学校

を除いては，一般に皆無とまではいわずともきわめて稀薄であるといって

よいのではなかろうか。学校数においても在学者数においても，全体の過

半数から時には９判以上も111めるような存在の一つ一つが，果して特殊性

を十分主張し｛<｝るかどうかは錠IMIであり，また現実に主張しえない状況で

あると思われる。このような場合は公教育，あるいはlLl氏救育の主要な担

い手は私立にあり，むしろ|』公立の力が特殊な存在であると言わざるをえ
●●●

ないことになろう。逆説的な言い方をするならば，一般ljAIな存在となって

８

’-------
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いる私立が，理念としては当然持っているはずとされる。しかし実はとう

の昔に喪失したその特殊性を無いものねだりで要求され，わずかに残され

ている｢特殊性｣－まさにその公的な性格と矛盾する私的経営としての特

殊性の上に存立せねばならないという状況にある。従ってその一般性は，

実はきわめて不安定な基盤の上に辛うじて成立しているのであり，しかも

結論を先取りしていうならば，私立は中小企業的・産業予備軍的存在とし

て一般性を与えられている現状である。私見によれば現在さまざまな形で

現われている私学問題の根源はかような所にある。資本主義が自由主義段

階から帝国主義段階へと変貌してゆくとともに，そしてとくに戦後の学制

改革の中で，私学がいかにして「古きよき時代」のその「独自性」を喪っ

たか,そして中小企業的･産業予備軍的存在としての性格を強めていったか

ということは，本稿の考察の範囲をこえることであり，私たちの当面の課

題は，このような私学の現状を確認することにとどまる。

現在適令人口の増力Ⅱとともに，幼稚園と短大，大学はいうならば「好況

期」を迎えつつあるが，これに反し高校は昨年度までの生徒急増期を過ぎ

て今やまさに急減期に突入しており，その中小企業的・産業予備軍的性格

がきわめてあらわとなりつつある。私たちがとくに私立の比重の大きい東

京地区を中心としながら，私立両校を考察の対象としたのは，このためで

ある。

２

新制尚校を検討する場合，たとえば学jUf負担などについて，しばしば戦

前の1二'１難学校との比較がなさｵしる。斗l:実両校の多くは，戦後の学制改革と

ともに旧制の１１i等学校から昇格したものであり，内容からみても多くの類

似点をもっていることは事実である。それにもかかわらず，前段階からの

進学率一つみても，それが10数％にすぎない戦iiljの中等学校と７０％をこ

える昨今の商校とでは，その''１１の質的な差異もまた重大なものがあり，単

純な比較は危険であるといわねばならない。従って私たちはさしあたり，

－９－
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第７表高校学校数．生徒数.教員数の推移（全国）
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２.教員数の（）は兼務者。
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私学の中小企業的体質についての一考察（尾形）

新制間枝が発足した1948年以後，ことに斌近の数カ年を主として検討を

進めることにする。また本科・専攻科・別科，全日制・定時制，普通科・

農業科etc．など区別して個々に検討することは，私学の概況を考察する

本稿の目的からいってあまりにも煩雑であり，またそれぞれの区分のもつ
（１）

ウェイトの違いｶﾕら言っても，これを捨象することによって著しく結論が

歪められることはないと思われる。従ってこれらの区別はとくに問題とす

る必要がない限り，一応無視して以下の分析を行なうことにする。

(1)1965年度の生徒数についていえば，本科の5,065,834人に対して専攻科・別

科計8,225人である。また全日制4,559,757人に対して定時制514,302人（内

私立は38,478人ときわめて少ない）である。本科のうちの学科別は，全休で

5,065,834人のうち普通科3,013,283人と約６割であるため，必ずしも均一視

できない要素をふくんでいるが，本稿では特別の場合を除いて立入らない。

はじめに1948年から1965年に至る学校数，生徒数，教員数の推移を第７
（２）

表で見てみよう。新学制発足IfI後の整理期と生徒人口減少期にあたる1954

年と1961年とを除けば,その増加の趨勢は公私立とも一貫している｡ただ，

第８表に見るように減少期の1954年には公立の進学者が前年比25,761人

第８表生徒減少期進学者数比較

年次’進学者計｜公 立’私 立

887,844 705,088 180,6481953

'5４ 679,327836,213 154,388

'5５ 886,359 694,154 189,384

'53～'５４減 51,631 25,761 26,160

「

748,8391960 1,060,423 308,801

'６１ 929,068 686,529 239,476

413,884'一丁函 1,265,757 848,469
l￣￣

'60～'６１減 131,355 62,310 69,325

注）１．各年度『文・基本鯛迩』による。

２．１９５３，，５４は資料の関係上本科第１学年在緒者数をもって代用した。

-１１－ ０
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の減に対し，私立は26,260人とこれを上廻り，また1961年にも公立の

62,310人に対し，69,325人と大きく引離している。公私立の生徒数比を

考慮すれば，この数字はさらに大きな意味をもつものとなる。すなわち，

一旦生徒数の減少が現われるならば，それは公立と比較にならないきわめ

て深刻な影響を私立に廓すということであり，私たちの後段での考察に重

要なかかわりをもつ。

(2)全休の中での国立のウェイトは小さいので，以下公立と私立のみを対比させ

ることにする。

なかんずく生徒数の増大の著しいのは，新学制発足直後を別にすれば19

55年以降,そしてとくにいわゆるペビープームの年代を収容した最近3カ年

である。この間の増加を指数によってみれば第９表の通りであり，その爆

発的な増加ぶりが明らかである。しかも増加のうちきわめて大きな部分が

第９表最近１０カ年間の生徒増加状況（全国）1955＝100

罰劉

DＯｌｌＯＯＩ１００１１００１IＯＯｌｌＯＯＩＩＯＯＩＩＯＯｌｌＯＣ

５１IＵ４

【)８１10Ｆ ０９１１６［

9６１１６４

注）節８表より作製。

0 －１２－

年次
生徒数１学校数

総数 公立 私立 総数 公立 私立

本務教員数

総数 公立 私立

1955 100 100 100 100 100 100 100 100 100

5６

5７

104

112

102

105

112

137

101

103

101

102

102

103

102

106

101

103

106

122

5８ 118 108 157 105 104 107 111 105 139

5９ 124 111 177 107 105 111 115 107 153

6０ 125 １１１ 182 108 106 113 １１８ 109 160

6１

6２

120

125

108

112

171 110

185’１１３

107

110

117

120

120

126

112

117

163

168

，

6３ 150 129 235 120 117 126 142 131 194

6４

６５

175

196

150

164

297

325

122

124

1１９１１３０

121 133

160

170

146

156

232

259



私学の中小企薬的体質についての－考察（尾形）

私立によって収容されたことは，この10年間に総数が２倍弱となってい

るのに私立は３倍をこえており，また最近３年間には総数の１．５倍強に対

し，私立は１．８倍弱という状況からも知られよう。

この３カ年の急増期に先だつ文部省の当初の計画は，1965年度をピーク

とする見込み123万の急増を公立80万，私立43万の収容増で切抜けよう

ということであった（｢私学振興』１９６２．１月号)。今その実繊をふりかえっ

てみると，第10表の通りで，予定を５割近く上廻る実現であるが，なか

んずくきわめて大きな部分を私立に負うたわけである。

第10表高校生急増期収容状況（概数）

跡茜没の収慾

３０

染l5DOOO2凌級

注）『私学振興』（1962.1）および節７表により作製。

1955年以降の学校数の増加は全休で788校，うち公立は２割強の増加で

あるのに対し，私立は３割をこえる増加である。それにもかかわらず，公

私立とも学校数の増加率は生徒数の増加率より低く，とくにそれは私立に

おいて著しい。また本務教員数の増加は，公立の場合生徒数の増加を若干

下廻る程度のペースであるのに対し，私立では絶対数でこそかなりふえて

も，増加率においては生徒数のそれにはるかに及ばない。私立の学校規模

の増大(マンモス化),教員1人あたり生徒数の増加(すしづめ,マスプロ)は

－１３－
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明らかである。教員１人あたり生徒数は，第11表で見るように，公立の

場合22～23人前後でさしたる上昇は示していないのに，私立の噸加ぶり

は鷲<ばかりであり，1965年度公立の23.7人に対し３３．９人となってい

る。この数字は新判ill発足直後の13～14人に比べて，実に２倍半に達し

ている。

なおここで注意すべきは，これらの比較は全、平均のものであり，私立

の都市集中を考慮すれば，公私立間の格差はこれらの数字の示すものをは

るかにこえるということである。私たちは東京都について今までの数字を

再検討してみよう。

第１１表本務教員１人当り生徒数

注）１．第８表および後山輔12表により算出。

２．括孤内は本務・兼務総計した教員１人当り生徒散。

第12表は第７表に対応する東京都の実数（但し1955年度以後）であり，

さらにこれを指数化したのが第13表であるが，これをさきの節９表と比

較すれば，事態は一見明瞭である。私立の生徒数噸が全国のそれと比ぺて

２．６倍と少ないのは，私立のウェイトが東京の場合もともと商いことによ

るものであろう。学校数が私立においてほとんどとるに足りないｊｉ１加しか

示していないことは,きわめて特徴的である。このiliの学校数増は,とくに

－１４－

6２ 2１．５

6３ 22.7

6４

6５

23.1

23.7

(22.3）

年次

1955

'6０

，６１

公

全同

￣工
」し

2２ ､5人

22.9

21.7

私立

東京

公立 私立
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第12表高校生徒数.学校数.教員数の推移（東京）（
葭
凹
）
僻
辮
１
ｓ
脾
ｓ
０
Ｕ
騒
赴
起
絲
増
〆
豆
」
ｅ
懇
韓

徒 数生

年 吹
立公立 瀞教総

141,894 141,5251955 286,464 Ｈ
】

157,353ワ
● 146,0625６

Ｈ
】

191,278150,8435７ 345,527

154,638 217,4745８ 375,561

ｌ
唖
Ｈ
１

158,705 244,720406,915

244,689159,324407,513

竃

回
■
‐
】
△
■
■229,6276１ 392,918

【
】
｜
【
１
Ｊ

6２ 402,917 238,348

293,9296３ 477,500
--ワー

179,662 ９
毒
７
６6４ 551,034 352,382194,666

'6５ 584,988 209,316 371,584

注）１．出所は第８表のものの外『都・基本調査』

２．教員散の（）は兼務者。
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第13表最近１０カ年の生徒増加状況（東京）1955＝100

生徒数 学校数１本務数口数
年次

’｜総数|公立 私立｜
loOl

総数｜公立｜私立 総数｜公立｜私立

,oolloOI1oo 1００１1955

、
’
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一
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皿
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'5６ 103

、
｜
皿
一
ｍ

、
｜
血
一
皿
一
噸

100

叩
一
興
一
函
一
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一
噸

１１１
､

'5７

、
｜
、
｜
、

135
皿
一
ｍ
一
ｍ

鼬
一
ｍ

131
-

142

109
-

112104

制
'6０

ｍ
一
ｍ
｜
噸
一
班
一
釦
｜
躯

112
-

112

104 101 113

118

106

'6１ 104

104

ｗ
｜
、
｜
函

101

102

１０７
－

１０７'6２ 113 133 119

'6３ 167 1２５ 1０８１ 103 143 133120

語要
180137

148

108 120

122

104

104 鶚|鶚 194109

注）節12表により算出。

最近数年の生徒急増期における公立iiili校増が大きな割合を占める。この急、

増期に増加した生徒数は公立の48,455人に対し,私立は143,236人，しか

もこの増加した生徒を以､i｢とほとんど同一数の学校で収容したわけであ

る。一方教員については，公立の場合の比較的11Iii調な増員に対し，私立は

いちじるしく増員がたちおくれ，1955年においては１人あたり生徒数は公

私間にそれほどの差がなかったが，現在では５判以上もの差が生じている

（前出節11表）。

なおここで再び注目すべきは，1961年の生徒減少期である。この時は前

年比生徒数全休の減少14,598人に対し，私立の減員はこれを上廻って

15,062人，公立はむしろ脳かながら増加している。私立の専任教員数も

ここで大幅な減少を見ているが，一方兼任教員が逆に増加していることは

見逃しえない。なおついでに湖って1954年の減少期を見れば，総数9，６７６

－１６－



凡｡:｡:｡J露壷:rF群！
■■■■■■￣￣■￣

P｡.･::㎡.\F:･鯉.｡.設設:鯉.・・！

辮轆韓騨．鱗・》韓、聰叩・叩聰・・・・盆

第１図都内公立中学校卒業者数と公私立への進学者数
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注)1.195i年度以前の国立･他府県への進学者散は公立中学卒業者数の2％として集計した同数てある。
２．東京私立中瘤協会謂査（1965.8.15）
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人の減に対し，私立のみでは12,362人の減で，公立は反対に2,131人の

増と，全く同様な状況を示している。これらはいずれも一時的な減少に止

まったが，生徒減がかなり櫛造的になった場合きわめて深刻な事態が生ま

れるであろうことは，すでに予想される。第１図でも，都内公立中学校卒

業者数の増減に対して，私立はみごとなまでの対応を示しているのに，公

立はこれと対照的にほぼ安定した成長ぶりを見せている。

私たちはさしあたり学校数，生徒数，教員数の三つの主要な指標によっ

て,最近の生徒増,とくにここ３年間の急増がきわめて異常な形で私立へし

わよせされたこと，しかもその間にあってさえ，一時的な生徒減でも全面

的に私立にかかってくること，を見た。そしてそれらはとくに東京の場合

きわめて尖鋭な形で現われることも知った。以下私たちはそのほかのいく

つかのデータによりながら，さらに立ち入って考察を深めることにしよ

う。そしてその際東京を中心に分析を進めるが，資料の関係上直接東京が

不明の場合は，全国での数字により類推することにする。また主として公

立との比較によりながら私立の実情を検討するが，周知のようにその公立

自身の諸条件がきわめて劣悪であるということは，絶えず念頭におかれね

ばならない。

３

公・私立の比較はさまざまの観点からなされうるであろうが，以下にお

いて，私たちはさしあたり，(1)教員，(2)施設，(3)経費，(4)生徒，の名側面

から検討を加えることにしよう。

（１）教員について

イ．構成さきに生徒減の際の専任減，兼任増についてふれたが，第

７，１２表でも見たように，また第１４表にも明らかなように，私立の場合

兼任教員の占めるウェイトは公立に比しきわめて大で，とくに東京では，

1965年度で公立の専任5.3人に１人に対し，私立は１．８人に１人と，著し

い兼任への依存を示している。中小企業における臨時工と同様の存在とし

－１８－
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私学の中小企業的体質についての一考察（尾形）

て，ここでは兼任教員がきわめて高い度合において安全弁的役割をAiiじ

る。全体の教員中の兼任者の比率は，来京では述年大体において30％台

を上下しているが，急i鮒;１年にあたる1963年度には，前年の31％から

38％へと著しい上昇を示し，その後も向い水準を維持している。なお表面

上の数字には現われないが，１年ごとの契約とか，生徒減の時は整理され

てもやむをえないという条件付での採用とかという事実上の兼任が，ここ

２～３年の専任増の中にあることも注意せねばならない。

後で見るように生徒に女子が多いのに対応して，教員の場合も女子の比

第１４表公私立教員柵成比較 1９６５．５．１

京東国全
分区

私立私立 立
－１－

.｣｣．公 公

､8%Ｉ
％％ ％

教員中兼務者の比率 35.45.7 22.1

木務中女子教員の比率 3１．３29.4 1３．３1３．１

注）１９６５『速報』および『都・基本調査』により算１１１。

第15表私立高校教員退職状況（全国）

％

曰
壹
３

別４■卍

DＯｌＺｌＩ

注）日本私立中高迎合会『調査柵1譜」（1963年度）による。

－１９－
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重の高いことも，私立の特徴点である（第14表)。公立では産休が確保さ

れているのに対して，私立は代替教員の確保が困難であり，学校側もこれ

を嫌うため，結婚とともに退職する場合が多い。このことは，とくに中高

年層で私立の賃金の低いことと老後保障も確立していないことのため，就

職後数年でつぎつぎ公立などへ転職してゆく教員の多いのと相まって，私

立をいわば「腰かけ」的存在たらしめる。私立商校教員の退職状況を第１５

表によってみればこの間の事情はきわめて明瞭である。すなわち1963年

度の退職者中'/3以上が平均勤続４年足らずで公立へ転職しており，これ

に平均勤続３年の結婚退職を加えればほぼ半数となっている。

第16表の商校での勤務年数榊成によっても，このことは一見して明ら

かである。公立は勤続10～20年の経験を秋んだ年代に教員の４割が集中

しているのに対し，私立は逆に５年未満が４割を越える。年令榊成も同様

な状況を示し，私立では20代と６０才以上併せてほぼ半数という両極端へ

の集中が顕著である。

第16表公私立教員勤務年数および年令構成（全国）1962.6.1

分 立’私公 立区

21.1％ 40.5％５年未満る
勤
務
年
数
榊
成

高
等
学
校
に
お
け

2０．４1０〃 21.4

2０〃 42.4 21.1

1２．７3０〃 ７．８

３０年以上 ３．４ 9.2

19.9％ 35.4％
‘

代2０年
令
構
成

3０ 4０．７ 28.7〃

4０ 2１．５ 10.5〃

5０ 1７．１ 1２．８〃

6０以上 ０．８ 1２．６

注）１９６２『教員調査」による。

－２０－
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私学の中小企業的体質についての一考察（尾形）

第17表主要職名別専任教員樹成－１９６４．５．１

京東国全

立立 私立 立私 公公

89.2％98.8％80.4％95.9％論教

助教論 0.90.05.9０．８

師 7.3露 ０．７1１．３１．２

注）１９６４『文・都・避本調盃」による。

第18表担任教科別所有免餅状種別教貝構成（全国）
１９６２．６．１

宿
無

級 仮・臨時級１ ２

2％ 3％51％44％公立
国語（甲）

私立 ３6７2６ ５

公立 ３5０ 4６ １

社 会

私 立 ４2９ ５6２

－』・

｣上．公 3２ ５ 115２

数学Ｉ
私立 1５101６ 5９

公立 ７3３ 5７ ３

物 理

私 立 2７ ９５6５

‐
‐
鰊
‐
‐
腓
ｊ
‐
‐
１
‐
ｊ
‐
Ｊ
鐵
苧
７
：
Ｉ

公立 1８ 6５ ９ ８

体 青
私立 ５ 6３ 2５ ７

公立 1９ ７6３ 11

楽音

私立 １０ ５6６ 2０

公 立 2７ 6３ ７３

英 語

私立 1９ 7０ ５

公立 2９ 5９ ６

業エ

私
－Ｕ■

Ｊ１． 1９８ 5６ 1７

注）１９６２『教員調査」による。

2１
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次に教員を職名別に分けてみるとＪ私立は公立に比し教諭の割合が少な

く助教諭・講師の割合が多いことは第17表で見る通りであるが，これは

免許状の取得状況とlH1係をもつように思われる。第18衣はいくつかの教

科について免許のNi別を見たもので，これによれば上級免許の所有比率は

私立が公立より著しく低く，逆に仮・臨時免許および無免許の比率は，ほ

ぼどの教科でも商い。これは，週授業時数のうち当該教科の普通免許状所

有者の担任する割合が，たとえば1963年度全国で公立の96.1％に対し，

私立の88％（1963『榊成等洲査』）とかなり低いことと対応する。

ロ．賀金私立の教員の賃金の低いことはhM知のZlm尖ながら，第19衣

第１９表公私立教員給与比較（本務者月額）

全 国 束
ヨョ●

｣』（

年 次
立 私立｜公立｜私立公

19,365円 13,346円 25,171円 14,602円1953

'5６ 24,100 16,100 30,500 18,000

'5９ 28,300 18,600

全29,737
定27,955

'6２ 38,000 26,000

全28,379
定19,036

'6３

全
定 全32,508

定27,824
45,232

43,002

49,183

'6４

全34,779
定34,537

'6５

雨ｍ－ｒ雨TUii校長 ＊

'64鰯iil教諭 27,00037,0006２

癒慧蝋’講師 22,000 15,000
《『

注)1.,64,,65年の東京公立は都教７『庁調査（各年度９月１１二l）により，給料

暫,定手当,扶笠手当のみの合計。従って実際はこれよりかなり高くなる。

２．，６２～'651H1の東京私立は日本泓立中高述合会｢綱琳１１皆書』により賞与を除

く年額を平均したものcただし'64と’65は比絞のため本俸と家族手当のiil

（賞与以外の諭手当を含めた数字は下の*欄)。

３.その他は各年皮『学校敬且調ﾂf』により，韮本給，鮒手当など恒糀的lこ文

給されるもの（５月分）で，臨時的な給与は含めない。

－２２－

」゛「
｢･･
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私学の中小企業的休貿についての-考察(尾形）

を見ればあらためてその甚だしいのに驚かされる。一般民間産業では公務

員よりかなり商いのが普通であるのに，こと教員については全く逆であ

る。出所がさまざまなので厳密な比較というわけにはゆかないが，全国で

も東京でも，私立教員の賃金は公立のほぼ６割から７割という著しい格差

を示し，「二重構造」がきわめて顕著に現われている。しかも前にも見た

ように私立は若年層が多い反面高年層も多く，たとえば1962年度全国平

均の年令は，公立の34.4才に対して私立34.9才とむしろ僅かながら筒か

つたりするのである（1962「教員調査｣ル

第20表によって給与の分布を見ても，私立の低賃金は一目瞭然であろ

う。1962年度に３万円未満は公立の場合ほぼ1/`であるのに対して，私立

は７割を上廻っている。

,冊

＃

,

第20表給与分布状況（全国） 1９６２．６．１ 閂

公立｜私立

２万円未満

２万円以上

11.5％’36.0％

3４．２

３〃 16.8

４〃 7.1

５〃 5.9

注）１９６２「教員調査』

公私間の賃金格差は小・中学校ｂ大学でも同様であるが，高校の場合と

くに著しい。1962年度の諸手当をふくめた全国での給与年額平均は，公立

の645,107円に対し，私立は405,601円となっている。小学校の場合は公

立547,154円に私立403,742円，中学校は公立514,437円に私立409,998

円となっており，私立両校の教員給与は私立中学校のそれより低く，私立

小学校のそれより髄かに商いだけという状況である（文部省「わが国の教育

水準』1964,ｐｌＯ４ｆ.）。

年令別の公私賃金比較については十分な資料がないが，東京私学教職員

－２３－

－
Ｊ
‐
Ｉ
Ｊ
Ｉ
・
Ｊ
Ｊ
ｊ

■
ｒ
ロ

１１

ｌ
‐
Ⅲ
叩
－
Ⅱ
３
．
．
ノ
ー
・
Ｊ
ｌ
Ｉ
Ｉ

Ｉ
‐
研
彗
Ｊ
ｒ
‐
舐
ｒ

ｒ

２２．８

28.8

15.9

２１．０
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組合連合(以下東京私教連と略称）『1965年度，私学給与資料（中学.高校）』

によれば，基準内モデル賃金調査20校のうち大卒初任給が都の現行より

高いもの15校，1965年度の都人事委員会勧告より高いもの７校に対し，

35才では都現行より高いもの６校か勧告より商いもの１校，５５才では都

現行より高いもの２校，勧告より問いもの０となっている。私立では教職

員組合の組織されていない学校が圧倒的に多いので，全体としての各年代

の賃金はさらに引下げられるであろうが，初任給は比較的高くとも高年令

になるほど公立との賃金格差が著しくなる状況がうかがわれよう。前出の

第19表における校長，教諭の公私格差も同様の事情を示すものであり，き

わめて「中小企業的」な賃金のカーブということができる。

一方広い意味で貸金の一部と考えてよい禍利施設，退職金・年金制度も

きわめて劣悪な状況にある。来京私教連の前掲資料では，調査15校のう

ち退職金が全体として公立を上廻るものはまった<ない。しかも組合のあ

る所は比較的よい方で，給与規定や退職金規定さえ満足にないという学校

はきわめて多いのである。東京都学事部の昨年度の調査によれば，都内の

高校254校中明文化した退職金規定のあるのは152校と６割に満たない。

ハ．労働条件次に教員の労働条件に移ろう。前に見たようにJ教員１人

あたり生徒数の圧倒的に多いこと，第21表に見るように１学級あたり専

任教員数が少いことは，私立の教員の負担を必然的に大ならしめる。文部

省監修『全国学校総覧』によれば，1965年度に都内の全日制高校でも教

｢。

第21表公私立教員労働条件比較（全国）

｢ﾛ

O【I手H」

注）１）は1963『榊成等調査』，２）は1962「教且鯛査』により，各６月１「Iの時
点におけるものである。

－２４－
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私学の中小企業的体質についての一考察（尾形）

員１人あたり生徒平均50～60人という所はかなり多く，６７，６８人から最

高71人にまで及んでいる。また専任教員数と学級数がほとんど同じとい

う事例はきわめて多い。一方週あたり平均授業IMF間数は，公立の2０（全日

制21,定時制17）時間に対して私立19時間となっているが，この数字は

必ずしも額面通りうけとるわけにはゆかないだろう。私立高校の教員の場

合は付属の｢|'学などへの出洲も多いが，これが右の数字にはふくまれてい

ないことを考慮しても，なお疑問は残る。年次の違いでこれと直接比較は

できないが，前に挙げた東京私教連の給与資料では，1966年度で都内１８

校平均19.4時間，1965年度で20校平均19`３時間となっており，全体と

してはこれよりかなり多くなろう。そして一方1963年度において,各教科

ごと普通免許状をもつ教員の担任を週平均18時間とした場合，公立が全

国で5,333人過剰となるのに，私立は逆に8,218人不足という状況（1963

｢構成癖調査』）は，前にふれた私立での免許取得の低いことによるだけで

はないであろう。そしてこれは総教員数（1963年座で公立121,238人，私立36,

808人）と比較してみるとき，さらに大きな重みを持って，私立の教員の現

在負わされている負担を物語るものと思われる。週当り担当時間数は，と

もあれ，内容を再点検の必要があろう。

’

教員の側の諸条件については，以上述べたことに尽きるものではもちろ

んない。研究日，有給休暇，産休など，さらに兼任教員の諸条件やとくに

数人の専任に数十人の兼任という定時制の「残酷物語」も，検討されねば

ならない。また資料の都合上，本稿では職員に一切ふれてないが，職員１

人当り生徒数一つみても，１９６５年度東京で公立の78人に私立は123人と

６割も多く，またとくに用務員の労働条件は劣悪である。これら一切をふ

くめ，個侮の内容自体も，さらに立ち入って克明に分析する必要がある。

このような課題はすべて別の機会に譲らねばならない。さしあたり，以下

の諸項目でも同様であるが，以上)Lたような劣悪な諸条件それ自体は全国
●●

あるいは東京の平均であって，大学付属とそうでない所とか，全日制と定

－２５－
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時制，普通科と商・工etc．とか，その中でもまた「名門枝」とか「四流

校」とか，個別的・具体的にわけてみると，さまざまの断層があり，また

新たな問題点が生まれてくるということだけここで指摘しておきたい。

（２）施設について

私立が少ない専任教員と相対的に多い割合の兼任教員，定着性の少なく

経験に乏しい若年・女子教員，それらの人々の低劣な賞金と苛酷な労働条

件に依存していることを，私たちは見た。それでは私立の物的条件はどう

であろうか。
（１）

第22表によれば，生徒１人当りの一般校舎坪数において}ま，私立は全

第22表学校施股状況

、

削数ﾉ学l３ＺＭ

注）各年度『文・都．基本調盃』による。なおプールに|M1する数字は1964年度。

－２６－

519/2,841 117/1,184

hIiJに
プール個数/学校数
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私学の中小企業的体質についての－考察（尾形）

凶平均で公立の3/a，同じく土地坪数はほぼ半分あるいはそれ以下にすぎ

ず，ことにここ３年の急増期においては，東京都だけの公立平均をさえ下
（８）

廻ってきている。資料の|測係上直接東京での公私立比較はできないが，東

京での建築および土地の条件の悪化などを考慮すれば，また後段の資本的

支出の比較によって見れば，その差はさらに大きくなるとも狭まることは

ないであろう。ここに他の指標はすべて1962年以降低下している中で，ひ

とり来京の公立の１人当り校舎坪数が増大していることは注目に値する。

(1)一般校舎は教室，実験室，管理IHI係その他（枚fを童，職員室，事務室，図普

室，倉庫，階段，廊下など）をふくみ，瀦堂，屋内運動場，寄宿舎，教職員住

宅，仮学校建物をふくまない。

(2)東京都の「基本調査』'１１，施設および経笹の調査には，大学および短大付属

のil8Ii佼以下をふくんでいないので，その数字を111純に全生徒散で除したのでは

若干低い数字が出ることになる。

プールの個数についても公立の場合５～６校に１個であるのに対し，私

立は10校に１個しかない。しかもこれは全国平均であり，私立の都市集

中状況からいって，東京だけとればおそらく格差はさらに拡がるものと思

われる。

第23表公私立高校構造別建物面稲比較（全国）単位坪

我
ｒ
１
０
．
㎡

5４１３．４８６

３．３０６１６６ｔ

#
ｒ･
Ｉ「

５９６．４９３１６４巴

（）内は総而獄に対する百分比を示す。

〔〕は統計･盗料のllIl係上商校以外をもふくむ私立全休についてのもの。

出所は各年皮「文・基本調交』。

19“年の「鉄筋コンクリート進」は鉄骨造もふくむ。

●
●
●
●

色
Ⅱ
Ｌ
の
亥
】
向
く
）
△
勾
玉

。
、
〃
〃

注

－２７－

□

年次 1955 1960 1962 1964

公｜木造

立｜鉄筋コンクリート造

'１’
木造

鉄筋コンクリート造

3,143,764
（89）

358,306

(10）

〔75〕

〔22〕’

3,486,559

(81）

666,647

(15）

〔65〕

〔33〕

3,409,029

(74）

942,928

(25）

696,493

(50）

662,048

(48）

3,363,455

(60）

2,136,569

(38）

649,793

(35）

1,235,897

(63）
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ただここで構造別建物面穣を見れば，私立高校は木造対鉄筋コンクリー

ト造（鉄骨造をふくむ）の比はほぼ１：２で，公立と丁度逆になっている。

第23表で逐年の状況をみても，たしかに私立の方が建物の「近代化」が

進んでいることは間違いない。しかし公立の場合の新増設は，ことに1963

年度以降ほとんど鉄筋で，木造はわずかながら逆に減少傾向を示してい

る。このことは私立についても全く同一であるが,第23表によれば1962

～64年の急増期に，全国的に凡て公立の鉄筋坪数は２．２倍となっているの

に対し，私立は１．９倍に足りない。

一方，文部省の1964年度「基本調査』によれば，1963年度における全

国公立商校の新改築坪数の82％は鉄筋コンクリートおよび鉄骨造となっ

ており，私立は学校別の資料はないが，都道府県知ﾖﾄﾞ所轄の学校で73％，

文部大臣所輔とあわせた全体でも８１％となっている。また東京都の1965

年度『基本調査」では，都内でのこの数字が公立商校97.4％，都知ZIl:所

轄の私立学校全体で94.5％という状況である。文部大臣所轄学校は大学，

短大およびその付属枝であり，他方都道府｝１A知勤l:所輔の中では，木造建築

の多い幼稚園がかなりの比重を占めるから，これらの数字をそのまま尚枝

についてｌ１１いることはできない。それにしても全体として｣iLた場合，ある

いはとくに付属枝でないものだけではなおさら，ここ数年の私立の設備投

資が公立と比べて著しく「デラックス化」の方向で行なわれてきたとおし

なくていってよいかどうかは問題であり，行なわれたとしてもそれは付属

枝とか，それ以外でも一部の学校とか，かなり偏っていたのではないかと
（１）

いう疑IHIを持たざるをえない。

(1)このことは次段で経費の面からもlllllulとされる。

４

（３）経費について

次に今まで見た人的・物的条件の基縦である経Y1imはどうであろうか。

私学の経営実態の把握はなかなか困難であり，不十分な資料から乱暴な連

－２８－

１－－－－
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私学の中小企業的体質についての一考察（尾形）

断を行なうことはきわめて危険である．ここではさしあたり全E|制澗校に

ついて公立とのきわめて概観的な比較を行なうのみに止める。

第24,25表を見てみよう。東京では急増期を迎えての設備投資は１９６３

年度が公私立ともピークとなっているが，この年まで逐年墹加する資本的
（１）

支出と，とくに公立の２～３％に比し１５％前後と大きい謬り合の債務償還

とは，絶対数としてもともと小さい総額の中での消費的支出を圧縮してい

る。しかも前に見たように，生徒増はとくに私立に著しいこともあって，

生徒１人当り経費は公立の50～60％にすぎないなかで，直接的な消費的

支出あるいはその中の本務教員給与は，さらにそれ以下ということにな

る。一方割合では，しばしば消費的支出を凌いでいる資本的支出さえも，

公立の設備投資の一段落とともに資本的支出が大きく減少した1964年を

除いては，生徒１人当り絶対額は公立に遠く及ばず，とくに公立高校の増

設期にはようやく半分になるかならないかである。この時でさえ，たとえ

ば公立で資本的支出が50％をこえた1963年度において，il1iilH的支出も私

立は公立の半分でしかない。翌1964年度には公立は重点が大きく消費的

支出に移り，生徒１人当りでも前年よりかなり増加しているが，私立では

ほとんどふえていない。要するに消費的支出，資本的支出の何れをとって

も公立と比べてきわめて貧弱であり．ただ債務償還のみは数倍という状態

にある。

(1)資本的支出は，土地筏，建築笹のほか設備備品・図測:の嚇入衝などをふくみ，

消瞬的支出は教職員人件樹，消耗品費など原則として年々経常的に支出する

経獅である

一方財源の面からいうならば，授業料その他の私費の合計は，公立の場

合総経費の１割前後であるのに対し，私立ではこれが６割余を占め，し

かも借入金は２割を上廻っており，補助金は国および都からのものなどす

べて合せて４～８％にすぎない。とくに近年の学費の著しい商臓は，後で

見るように最近５年で２倍という驚くべきものであるが，一方償還元金の

倍以上もつぎつぎ借入れてゆく負債の累積も，第26表のように1963年度

－２９－

、

！

Ｉ
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第24表東京都全日制高校経費財源状況

単位百万円，（）内は百分比

n
LJ

%ｉｉ淵I1119liMW

型’（4Ｆ

､、Ｇ

００〕1１（100)｝（10（､Ｏ)Ｉ（ＩＯＣ

4９８１８．６７８

８６Ⅱ（８８)I（６上

【Ⅲ

iiWlliiI11lIiiiII
。０７１Ｒ＿○ノ

０２１１９４
鞆凹

1

5４８１７４４【)９

II1ll1iiiiiH17iiM

グ
ノ

００)１〔１０［

注）１．経餐は他会計への線出・繰越金をふくまない。

２．財源は一般収入のみで，車業収入，繰入・繰越金をふくまない。

なお公立の公YHは国庫補助金と都支出金の合､１．であり，私聾には学校徴

収金をふくむ。

３．各年度の文部省および東京都『地方教育Yiiの調交報告醤｣，文部省「私立

学校の支出および収入に関する調査報告瓢:』により算出。ただし私立1963

年度の右欄および'64年度は都知事管轄の私立商校のみ（1963年度で全休

生徒278,771人中181,057人，’64年度で全休学校数244校中154校，生

徒337,386人中214,484人を占める）についてのもので『都・基本調査』

による。

-３０－

1，

1960 ６１ 6２ 6３ 6４

立一私

公

立

経綴
消費的支出Ｉ 4,753

（75）
5,398

(55）
6,175

(59）

資本的支出’

債務償通り?

1,620

(25）
4,410

(45）
４，１６１

(39）
205

(2)

計
６，３７３

(100）
9,807

(100）
1０，５４０
(100）

消費的支出
3,543

(48）

4,450

(47）

資本的支出
2,654

(36）
3,795

(39）

償務償還機
1,147

(16）
1,479’

('4)’

計
７，３４４

(100）

9,724

(100）

7,586

(47）
9,208

(73）
８，２１１
(51）

3,017

(24）
258

(2)
363

(3)
16,054

(100）
12,588
(100）

8,660

(42)Ｉ
5,225

(41）
6,280

(46）

9(lil’
5,663

(44）
5,115

(37）
2,837

(14）
1,9391
(15)Ｉ

2,386

(17）
20,634

(100）
13,781

(100）

財源
公立

私立

公綴
5,498

(86） 8鯛
7,158

(68）

地方ｉｆ
０

(O）
150

(2)
2,276

(21）

私調
874

(14）
979

(10）
1,106
(11）

’一荷
6,373
(100）

９，８０７
(100）

1０，５４０
(100）

生徒納付金
4,997

(65）

5,947

(60）

補助金
303

(4)
717

(7)

借入 金Ｉ 1,567

（20）
2,335

(24）

寄付金
509

(7)
575

(6)

計
7,533

(100）
9,887

(100）

11,931

(74）

2,731

(17）
1,392

(9)
16,054
(100）

'4鰯’ 8,513

(63）
1,525

(7)
1,021

(8)
4,638

(21）
2,934

(22）
1,014

(5)
648

(5)
22,071
(100） |'柵

10,601

(84）
300

(2)
1,687

(13）
1２，５８８

(100）

10,474

(67）
947

(6)
２，６４５

(17）
744

(5)
15,516

(100）
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第25表東京都全日制高校生徒１人当り経費

iトー

出１４４．４８７１４６０９U(］ ]⑥Ｉｎ４０１ｑ

ＵＬ

ＢｌｂｄＬ・Ｚ｡［

9Ｕ、４Ⅲ

Ｉ７UｌＩｑＩ６１１

注）１．前表に同じ。

２．資料の関係で端数の計算は必ずしも合わない。

はじめですでに１校平均１億円に迫るという膨大な額となっている。この

元利償還は年々人件賀の半分をこえる。

なおここで十分立ち入ることはできないが,以上のような概況のかげに，

とくにくりかえし述べるように，さまざまの学校間格差のあることを注意

しなければならない。一例として規模別格差にふれてみよう。１校当り生

徒数の著しい増加はとくに近年著しい現象であるが，1964年度において，

生徒数1,000人をこえる学校は全国の公立で全体の３０％に対し私立は５１

％，2,000人をこえるものは公立の０．５％（25校）に対し，私立は17％

(169校)，3,000人をこえるマンモス枝は公立のＯに対し私立４％（47校）

に及んでいる（1964『文･基本調査』〉。そして1965年度東京での最多収容数は

4,419人に及んでいるが，このように大規模になればなるほど，生徒１人
（２）

当り経費は′j､さくなっている。これは学校という事業の性格からいって，

－３１－

消機的支出
(内本務教員給与）

資本的支出

債務償還畷

(内私饗）

44,487

(25,307）

15,156

0

59,624

(8,181）

46,900

(29,336）

43,507

０

90,407

(9,030）

55,918

(31,459）

37,738

1,856

95,633

(10,033）

59,366

(33,749）

64,256

2,018

125,639

(10,897）

消轡的支出
(内本務教員給与）

資本的支出

債務償還澱

計

20,031

(約11,280）

1５，００７

6,483

41,521

23,392

(約11,680）

19,949

7,778

51,118

30,5371
(14,963）

32,219

10,005

72,761

28,860

(14,362）

31,278

10,708

70,846

28,874

23,520

10,971

63,364

i窯r1llrl;miJ
&
Ｉ。
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冗費が大規模化により節約されるというよりむしろ教育内容の粗放化を意

味するものと思われる。iMiに見た教員１人当り生徒数５～60人から最高7］

人という学校はほぼこの類いである。これらは一見予想されるように大学

付属では，必ずしもないばかりか，むしろそうでないものが多い（『全国学

校総覧｣)｡第25表から見て，付属枝とそうでないものとの間に，生徒１人

当り経費でそれほど大きな差が読みとれないのもこのためであろう。とも

あれ経費の面からするならば，マンモス化・粗放化の方向をとる所ほど健

全財政であり，そうでない良心的な教育を行なおうとする所ほど財政危機

は尖鋭に現われることとなる。

（２）これらについては，さしあたり文部省『私立学校の支出および収入に関する

調査報告書』，『都・基木調査』を参照。

第26表私立高校債務状況単位百万円

0F

､{

nA ｑ［

;岳庇

【］

会ｌ霊Ｉ 、囚

、

l｣

注）日本私立中商連合会『調査報告書』(1964年度)により各年度6.15現在のもの。

このように，内部にさまざまの格差をもちながらも,全体としてみれば，

年々高騰する学費と膨大な借入を注ぎこんでも，生徒１人当りにかけられ

る費用，なかんずく直接的な消費的支出においては公立との差は開く一方

であり，また経費中資本的支出の割合こそ大きくともとくにその絶対額は

公立に遠く及ばない。しかも公立の場合ほとんど無視しうる債務償還の重

圧はいよいよ大きい。一方で父母負担を年々過並ならしめ，他方でますま

-３２－

Ｉ

ｈ
Ｄ
■
ロ
■
Ⅱ
■
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私学の中小企業的体質についての－考察（尾形）

す金融機関の債務奴隷化しながら，公立との仮借ない競争に生きぬこうと

するが，その間の差は拡がりこそすれ決して狭まることがない。これでは

独自の教育どころではない。公教育すらまともにできるはずはないのであ

る。むしろかような条件の下では，その一端を今まで見たようなさまざま

の悪しき意味の独自性こそが生れてくるのは，当然すぎることになろう。

そしてその最大の被害者は生徒である。

（４）生徒について

今まで見た人的・物的条件，それらを支える経費の諸問題は，実はすぺ

て，その都度明らかなように，生徒の側よりすれば教育を受ける諸条件に

外ならない。教員の１人当り担当生徒数の増大，１教室当りの教員数の減

少ということは，そのまま１教室あたりの生徒数の増大＝マスプロ・すし

づめとなる。第27表は1965年度の都内高校生数と学級数であるが，全日

制１学級平均人員は公立の50.1人に対し，私立は57.3人という状況であ

第27表都内高校生徒数 1９６５．５．１

｢１

L」

4０

注）１．東京都教f『庁「都内公立学校一覧」（1965）および東京私立中筒協会調査
による。

２．専攻科，別科を除く。

－３３－

区分
公立

学級数 生徒数

私立

学級数 生徒数

全日制
１学年

２学年

３学．年

計

７５５２０５０００９０，１１１ ４０６４５３１２２？ワリ６６４１１２１１１７００２２７００１Ｐ９９２２２５４６“泌師９９９勺上、）ｏ】Ｐ⑥Ｐ⑨ＦＤ
3,087 154,745 6,217 356,630

定時制
１学

２学

３学

４学 ！
340.5

329.5

324.5

297.5

計1,292

０３１７４０２０３９２１Ｊ２９９６３３１１１１１
54,571

０７９７７５５４７６７２００ＤＰ３３３３
14,403

総計 4,379 209,316 371,584
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了焉￣竈Ｉ

る。７０人から８０人ということは珍しくないし，極端な場合は１学級120

人という想像を絶する事例さえ報告されている。

また１学級当り週授業時数にも公立との間にかなりの差があり，1963年

第28表都内私立中高校の学賢 (1966年度）

批薇懇

【､()０１８．００[］

DＯＯｌ９０．０００

DＯＩ８０．００【

恥１幻

注）東京私立中高協会調衣による。ただし｢'１学校は入学案内による｢|]間集計。

第２図私立高校全日制授業料値上り状況
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０

１
１
１

20000

1,848

1,663
授

蟻１，５００
科

5３

鰯''466
,１０回￣1,2m

1,000
１９５５，５６Ｗ，詔’５９，６０，６１’６２，６３，６４，６５

法)東京私立中議Ｍ１会資料よ(ﾉ作成
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私学の中小企業的体質についての－考察（尾形）

度全国の全日制平均で公立の36.1時間に対し，私立は33.0時間となって

いる(1963(｢樹成等調査』)。

さらに経費の中の最も大きな要素である学費が，実は同時に重要な教育

条件であることは，とくに強調されねばならない。第２８表によれば1966

年度全日制の授業料平均は月額3,540円で前年比300円以上アップ，公立

の800円の４倍半になんなんとし，これに公立にはない入学金・施設費な

どの平均は合計して60,000円を大きく上廻る。過去10年間の授業料の高

騰ぶりは第２図の通りで，一般の物価鵬貴をはるかに凌ぎ，この間ほぼ３

倍となっているが，とくに両度成長・所得倍増政策の発足以来の５年間で

２倍という急上昇ぶりを示している。これが生徒ならびにその父母にどの

ような甚大な影響を与えているかはあらためていうまでもない。

生徒の男女別榊成については，周知のように，私立は公立に比し女子の

ウェイトがきわめて高い。学校数でも1965年度の東京の場合，私立259校

のうち共学校67,男子枝７２に対し，女子枝は113と半数近くを占め，全

国数でも同様である。第29表で見ても，全国での男女比率は公立と私立

第29表高校生徒男女別内訳 1９６５．５．１

弧．４m

Iil８５．０８８１２０巴

U｢

DＯＩ４１１

JＵ２１１９(］

注）「都・基本調査」および「速報』による。

－２３５－
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でほぼ逆転している。東京でも同じであるが，とくに全日制のみについて

いえば，女子の４人中３人は私立というiiQllい数字を示し，普通科だけでは

さらに等しくなる。一般に女子は，現在の日本資本主義の中でとくに雇IiW

が不安定であり，産業予備爪のIIr要な一端としての役割を与えられている

が，私立高校はその養成所としての性格が強く，それ自身またきわめて不

安定な存在たらざるをえない。

ｄ浸後に私たちは高;枝から短大・大学などへの進学率を見てみよう。私立

はしばしば公立の藩武者収容所といわれ，また低所得層が比較的には公立

より多いともいわれる。了櫛突かな')の程度そうであろうと思われるが，第

３０表では私立の方が男女ともに進学率においてかなり公立を上廻ってい

る。しかもこのような状況は過去に遡っても，また全国的に見ても同様で

ある。しかしこの内容を少し<立ち入って見れば，男子の場合は就職者の

比率，とくに商・工・艇などの論学科や定時制に対し一応進学コースと目

されている全日制普通科でのそれが，公立よりきわめて商<，一方「狼

第30表全日制高校生徒卒業後の状況（東京）１９６５．６．１

分区

All;ilMM1iilMI1者教総卒業
Ⅲ

学大 DＯ６１４ｆ
|進

短 ~大

学 他をふく
計

その
.Ｉめ

つつ進学１就職し ［］

就

職
一
業

川

無

言:~事i雨声~零１ 扇両~繭｢]汀孟Ji7｢了;豪７ W2Ol3L6
合格串 48.3％ 73.7％69.3％ 94.1％

注）ｒ都・基本調査」による。

－３６－
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私学の中小企業的体質についての－考察（尾形）

人」を相当多数ふくむと思われる無業者は少なくなっている。このことは

付属校からのエスカレーター進学をかなりふくむ大学への進学率の高いこ

とと対照してみれば，私立の生徒についての歴然たる所得階層分化を物語

るものといえよう。女子の場合は，これだけの資料では必ずしも明瞭では

ない。公立に比して志願率，大学進学率とも低いが，短大への進学率が高

く，就職率はむしろやや低いことは，以前からの傾向であるが，これが何

を意味するものかは，さらに立ち入った分析を必要としよう。

Ⅲ
‐
‐
什
巾
・
・
・
ツ
ー
〆
ｊ
Ⅲ
Ⅱ
‐
ノ
ノ
．
‐
．
肝
．
．

舐
ｆ
ロ
ェ
ー
■
□
Ⅱ
ゲ
ロ
ー
Ⅱ
■

５

1966年度からはじまる生徒急減期において私立高校に予想される困難な事
（１）

態とその問題点については，すでにｶﾞﾘの機会において考察した。従ってこ

こでは，ほぼ前稿の内容に従いながら，これをさらに展開し，あるいは必

要に応じ補足・訂正を行なうという形で，検討を進めることにしよう。

(1)「スシづめとガラあきの共存一生徒急減期の私立高校一｣，都政調査会

「都政』1966.1。なお，この’１１でいつくか数字の誤りがあるが，その後入手し

た資料に基づいて，本稿の閲巡箇所で訂正を加えてある。

はじめに私たちは東京都における私立中学校の現状を簡単に見ておこ

う。前に見たように，義務教育段階は甚だしく他の諸段階と様相を異にし

ているが，それにもかかわらず，生徒の急減と父母負担の年々の高騰とい

う共通の事情が経営の困難，それを通じての教育諸条件の悪化をもたらし

ていることは同一である。また戦後の学制改革によって，旧制の私立中・

女学校や各種学校から新制のiili枝が次々発足したが，その際新制中学校を

併設したものが多く，現在でも都内の私立中学校はほとんど同一法人の経

営する高校へ接続している。従って現在きわめて深刻な事態にある私立中

学校の現状を一瞥しておくことは，決して無意味ではないだろう。

前に見たように，私立中学校の生徒数が国公立をあわせた全体の中で占

めるウニイトは，ペビープーム年代在学の1962年以降連年若干づつながら

低下の傾向を示している。これを来京地区についてみるならば，第31表

－３７－
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句

の通りであり，1961年を最高として，一貫して比率は低下しているが，１３

～14パーセントという数字は，少なくとも現在までの所，それほどドラス

ティックな変動を示してはいない。それにもかかわらず，私立中学校の

「危機」が昨今顕わになってきた直接の契機は，いうまでもなく人口の減

少である。

第31表中学校生徒数（東京）

Ⅱ７

注）「都・基本調査｣。

第32表全国年次別中学卒業者数 単位1,000人

卒業者数

１，７２６

１，６５５

１，６０９

１，６０６

１，５４４

１，５７８

１，５３２

１，５３０

卒業者数

１，７７０

１，４０２

１，９４８

２，４９１

２，４２３

２，３５２

．２，１２４

１，９３７

１，８３５

卒業年月

１９６９．３

’7０

，７１

，７２

，７３

１７４

，７５

，７６

卒業年月

１９６０．３

，６１

，６２

，６３

，６４

１６５

，６６

’6７

，６８

|
’

上

‐
眼
Ｉ
ｒ
ｆ

●
Ｉ
－
‐
Ｉ
Ｊ
Ｉ
‐
・
・
・
－
‐
Ｊ
ｌ
ｌ
‐
．
－
‐
‐
１
．
Ｊ
‐
Ｉ

1１

注）文部省「わが国の教育水準」Ｐ､２１６による。

－３８－

－－_､,－－＿

年度
生徒数

総数 私立
斌立の比率

1958 438,819
人

５９，３６５
人

13.5
％

5９ 426,597 60,725 1４．２

6０ 500,512 70,881 1４．１

6１ 575,297 82,008 14.3

6２ 607,891８５，１０８ 14.0

6３ 553,657７６，３４３ 1３．８

，

6４ 504,441 67,911 13.4

'6５ 450,669 59,554 13.2
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私学の中小企業的体質についての一考察（尾形）

第32表は文部省調査による全国の中学卒業者数推移であるが，今春大

学進学のペビープーム年代を頂点として，１０年間に約100万人に近い減少

を示し，その後横這いに転じている。これを同じく東京都についてみるな

らば，第３３表の示すように，岐筒の２０万人以上から半分近い１２万人台

という急減である。しかも急増期にはとくに公立で著しく収容力を増大さ

せており，1961年度以降高騰箸しい学費負担（1966年度の数字は前出第２８

表）とともに私立への入学率を低下させ，その絶対数は二重，三重の作用

をうけて減少する。かくて昨年，今年と５０人から１００人の募集に対し，

応募者が５人とか９人とかいった惨漁たる状況が軒なみ生れるわけであ
（１）

る。

(1)たとえば，1965.3.8続発新聞「募集難の私立小，中学校，名門枚の廃校も｣。

大学の附属中学とても，いわゆる「一流」大学でもなければ必ずしも安

穏することはできない。定員の半分から'/8しか応募者がなく，全員フリ

ーパスという所も方々出ている。一方有名大学進学のための予備校的「名

第３３表東京都年令別人ロ 1９６６．１．１

｡’’

令
才
０
１
２
３
４
５
６
７
８
９
０．
１

年 令
才
１
２
３
４
５
６
７
８
９
０

１
１
１
１
１
１
１
１
１
２

年

人 人口

126,274人
129,099

140,217

148,646

176,506

236,091(191,268）

247,150(195,898）

278,224(218,699）

244,181(158,989）

233,241(121,149）

200,619人
189,429

173,315

161,146

152,360

147,220

139,602

135,504

124,677

123,553

125,632

１
１

ｊ
－
鐵
ｊ
ｊ
ｌ
ｊ
：
‐

Ｉ
‐
．

－
Ｊ
ｉ
ｊ
ｒ

｢Ⅱ

東京都『住民登録)こよる東〕;(都のIll1iI:と人１１」（1966）による。
社会増減および自然減のため''１学卒業者散推移を正確に表現はしない。

（）は「基本調査』による各年座中学卒業者実数。

注）１．

２．

３．

－３９－
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門」高校へ続く中学は，依然定員の数倍の応募者が殺到し，一クラス平均

62人という所もある（文部省監修『全国学校総覧』参照)。東京都の『基本調

査』によれば，昨年５月現在，都内の私立中学206校のうち休校は39で

前年より３校ふえている。また３学年あわせて５クラス以下が72校で，

前年比７校の増加である。この中には宗教関係その他でもともとクラス数

が少ない所もいくつかあるが，３年生のみとか，２，３年だけとかいう募

集停止枝が大多数で，辛うじて募集を続けている所でも，２～３年前と比

べて生徒数もクラス数も大幅に減少している。いうならば，半数以上は事

実上廃校もしくはその寸前にあるといってよい。

東京私立中高協会調べによる今春の状況は，募集20,598人に対し入学者

はようやく8/`の15,721人という昨春の事態よりさらに悪化している。すな

わち，募集人員19,321人に対し，二次募集を行っても，入学者はようやく

13,973人にすぎない。また５月１日現在１年から３年までの生徒数計およ

び学級数計はそれぞれ53,596人および1,206学級で，昨年比5,962人および

80学級の減となっている。

義務教育段階で公立の収容力が十分にあり，異常なまでの学費の格差が

あってもなおかつ私立を選ぶということは，それだけの魅力があればこそ

であり，これによって獲得されるかなりの支持層は，前に見たような比較

的に安定した（小学校の場合は中学校以上に）私立の比率となって現われ

る。その中学校においてさえ，上に見たような事態が進行しているのを見

るとき，これが高校段階ではどのような尖鋭な形をとるかは，思い半ばに

過ぎるものがあるといわねばならない。

本論の高校に移ろう。ここでは私たちは資料の都合もあり，また私立の

場合定時制のウェイトはきわめて小さいので，全日制を主として検討する

ことにしよう。都内の私立高校の現状は前に見た通りであるが，これを全

日制のみについてみると，1965年度で公立はほぼ3,000クラス１５万人糸，

､私立は6,200クラスをこえ36万に近い数字である（前出第27表）。この

－４０－

．■■：■．．Ｌ
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単位・万人第拠表公・私立高校生徒数の推移（全日制概数）

（
箪
哩
）
騨
榊
１
ｓ
Ｐ
二
０
型
騏
赴
彊
糠
閨
号
任
ｅ
軸
誕

ｎ
■
》
■
【
】
【
■
【
ｕ
■
凹

Ⅱ
：
３

１
円
》
‐
Ｉ

[」

Ｌ
Ｌ

Ｌ
Ｌ

。
■
■
Ｌ
■
■
■
■
■
』

■
■
■
■
。
Ｌ
『
■

■■・叩・■・》
卍
■
■

Ｌ

注） 東京越立高協会調査による。

第鏑表中卒者進学状況 ％(東京）

年

学志願者／卒商等学校入

｜，．□）．．』．叩咀・・｝已毘．已咄』引已｝．‐）》」．｜｜・・』叩二．．Ｌ』・〉、

進 者卒学 業

者志進 学 願

」Ｌ
｜
・
‐
・
卍
０

一毛〉
Ｌ

都 外から 私立高校入

1．各年度『都・基本調査」による。 2.,64,,65年度の進学者卒業者比率のみ小数第一位まで。注）
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数字は今後どのような推移を辿るであろうか。

第34表は昨年10月の東京私立中高協会の調査による高校生徒数推移状

況である。これによれば，私立の場合在籍者数も入学者数も，５～６年後

には最高時の1965年度の半分以下となり，現在高校全入の立場から主張

されている４：６の公私立比率逆転論も，1970年には公立高校増設をまた

ないでも自動的に実現してしまうことになる。もとよりこの数字の中には

さまざまの不確定要素がある。私立中学校から，あるいは都外からの入学

は，学費の高騰，交通難の深刻化によりむしろ減少するかも知れない。

公立高校の増設が一方でさらに進められている現在，最高時54,003人収

容した公立での入学を今年度以降５万人としたこと，私立で毎年５～６千

人ある在学中の減少を全く見ていないことは，きわめて甘いといわねばな

らない。他方有利な条件としては，進学率の上昇，社会増がある。しかし

昨春すでに都内総平均86.7％という高い数字に達している進学率に，今
（１）（２）

後さして著しい上昇は望みえないし，社会増も著しい鈍化を示している上

に，まして高校学令人口の転入がそれほど多いとは思われない。

(1)『都・基本調査』によれば，1958～'65間の進学状況は第35表の通りであ

る。

(2)1957年以降の東京都の人口増は第36表の通りで，とくに昨年以来急激に増

加率がおちている。これは増加の主要原因の社会増が著しく減退したためと思

われる。（｢東京都住民登録による東京都の世帯と人口』，1966）

また第37表によれば，私立高校での現在の6,200学級を維持したとし

たとき，２年後には早くも１学級40人を下廻り，４年後には30人，最低

の1972年度には平均27人そこそこになる。教育には理想的であるが，経

営としては所詮成立ちえない。一学級40人という高校設置基準甲号で考

えれば3割,４５人としても４割の教室が不用となる。しかもこれは私立内

部の格差を無視した平均の数字であり，実際はさらに問題が激化せざるを

えない。私たちは1954,1961年の生徒減の時期に，私立がそのしわよせ

の100％以上を受け，さらに専任教員減，兼任増という事態があったこと

－４２－
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私学の中小企業的体質についての一考察（尾形）
ｂ

第36表東京都人ロの推移

ＤＯｌ土田 。ｌ工区

Ｈ４Ｕ

DＨＩ

注）１．東京都「住民登録による東京都の世帯人口」１９６６

２．人口は各年１月１日現在。

を先に見た。今春すでに方々で兼任者の整理が続出し，専任者との利害対

立をめぐって教職員組合の中でもむずかしい問題を生み出しているが，経

営の困難が今後激化するにつれて，むしろ従来以上に兼任者へ依存しなが

ら専任者の整理を行なうということは十分起りうる。高い学費を徴収する

ことの困難な定時制高校の１桁の専任に２桁の兼任という現状がそのこと

を示しているが，事実すでに大阪では，人件費の割高な専任者を多数整理

しながら，兼任への依存を深めている事例も出ている。

かりに専兼任比率は変らないし，学級・生徒数対教員数比率も現在のま

まというきわめて非現実的な想定で考えても，５年後１学級45人で４割

の教室のガラあきということは，専任教員にどのような合理化をもたらす

ことになるだろうか。全日制だけで考えて現在約9,600人の私立高校専任

教員のうち，停年・結婚などの自然退職をかなり多目に見込んで年間300
（８）

人としても，なおかつ向う５カ年以来の要整理人員lま2,500人前後という

ことになろう。従来多かった公立への転職も今後は困難であろうし，また

中学生減少期にはかなりの教師を満校に吸収したが，今後はそういうわけ

にはゆかないだろう。現在小学校４年の世代を最低に再び上昇に転じる人

－４３－
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蝋私学の中小企業的体質についての－考察（尾形）

とはできない。かくて事態を放置するならば，マルクスのいう「一方の過

剰就業と他方の強制された怠惰」とが，すなわち公立の相も変らぬすしづ

めと，私学でのガラあき教室，大量解雇とが，いみじくも平和共存するこ

ととなる。そして，もしも公私立へ均等に生徒が入学しうる条件が作られ

るならば，現在の学級数で1970年における学級平均収容生徒数は36人と

いう理想に近い人数となるのである。

昨春の公立では定員を2,000人以上上廻る51,645人の入学に対し，私立

は二次蕊集をふくめ94,069人の募集に入:学92,644人と早くも下廻ってでい

た。今春は，公立の635人増募に対し，私立は,第一次募集が昨年より4,00

0人以上少ない84,030人となったが，これに対する入学者は70,878人,二次

募集をふくめても74,859人という状況である。しかもこの中には14,883人

と予想以上に多かった他府県からの入学者がふくまれている。中には350人

募集して第一次応募157人,100人の二次募集をしてようやく入学100人にな

るかならぬかという学校もある。５月１日現在都内私立高校の生徒数合計は

320,653人と,第34表の予想を4千人以上下廻っており（東京私立高協会調べ）

懸念されていた深刻な事態はさらにきびしい現実となって現われている。

1..1

＃
j:ｊ

ｌｌＭ

「..Ⅱ

６

.以上において私たちは，きわめて概括的ながら，東京を中心とした私立

高校の現状を，主として公立との対比によりながら点検してみた。その結

果明らかになったことは次のようなことである。

教員の構成では，臨時工的存在をなす兼任教員がきわめて大きな割合を

占め，専任者の中では，とくに女子のウェイトが比較的に大きく，また一

般に勤続年数の短い若年層が多い。退繊者の内訳で見ても勤続数年での公

立への転職がきわめて多く，私学が条件のよい職場をねらう「腰かけ」的

存在となっていることを明らかに示している。一方年令構成からいって，

老令者の比重もかなり高く，経験と活動力に富み最も充実した教育を期待

しうる中堅の30～40代は相対的に少ない。上級免許状の所有率は低く，

－４５－

,11J.｢･IｨJ・Ｉ｣1..1.1.ﾛ..!..／「課,.!.Ⅲ..＄



-F'アーデ蒋了議蘓;秤鬮iY蒋爾霧需下雨毒~〒〒~F了＝￣声T-子７両,；/･'..･:#u･!･･.饅.ｎ'..,:,

逆に仮・臨免および無免許の比率が，それと対応して助教諭，誠師の比率

が高い。また賃金については，公立ときわめて叡然たる格差を示し，とく

に中高年令層において著しい。退職金制度などもきわめて不十分である。

一方労働条件については，１人当り生徒数の多いこと，学級当り専任教員

の少ないことなど，いずれも私立の教員の過重労働を示し，基準に対し不

足の人員もきわめて高い数字となっている。

施設については，連年の設備投資にもかかわらず，生徒１人当りの建物

坪数，土地坪数何れも大きく公立を下廻っている。プールの保有率もほぼ

半分にすぎない。建物の構造からいえば鉄筋コンクリート造が木造の倍で

公立と逆である。しかしながら，最近の建築についていうと，公立もほと

んど鉄筋造であり，むしろ私立より「近代化」のテンポは早くなってい

る。また公立での生徒１人あたり建物坪数の増大，資本的支出の著しい増

加などもすべて近年の公立高校増設の急ピッチ息りを物語っており，私立

との差は開く一方である。

人的・物的条件あわせて生徒１人当りにかけられる費用は，現在まだ諸

条件の拡充・強化がきわめて不十分といわれる公立の半分程度であり，消

費的支出のみではさらに少ない。相対的には，資本的支出の比重がかなり

商いが，実はこれとて公立よりとくに高いとは必し屯いいがたく，なかん

ずく生徒１人あたりで絶対額を見れば公立よりはるかに少ない。財源から

いうと，公立は私費がせいぜい１割前後であるものに対し，私立は％が生

徒納付金であり，残余の大半は借入金である。借入金を除いた収入の中で

いうと納付金は80％，あるいはそれ以上となっている。借入金の残高は

年々増加する一方で，その元利償還は人件費の半年分以上となって経営に

大きな重圧を加えている。

これらはすべて生徒の教育条件を劣悪ならしめ，すしづめ・マスプロの

深刻化，教育内容の低下，そして一方ではそれとうらはらに学識の異常な

高腿となって現われる。「高かろう，悪かろう」というわけである。しか

も私立の収容する生徒の家庭は，必ずしも富裕層に厩するのではなく，か

－４６－
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私学の中小企業的体質についての－考察（尾形）

でないことは，とくに男子の卒業者中就職者

めて商いことからも知られる。一方生徒の過

備軍要員の性格が強く，私立はその養成所と

なり多くの部分がむしろそう

のウエイトが公立に比しきわ

半数を占める女子は，産業子

しての役割を引受けている。

晤Ｉ

さまざまの教育条件・内容の劣悪さはｊ概しさらに，以上に見たような

戦後ほぼ一貫して高校への進学率が高まり，生徒数が増大ていうならば，

するなかで，ますますその度を加え，ことに最近３カ年の急増期において

きわめて著しい。公立の収容力の増大が進学者数の増加に歩調を合わせえ

ないままに，私立は急増のきわめて大きな部分を背負わされ，諸条件をま

すます劣悪化するなかでこれをつめこんだが，それにもかかわらず，とく

に1961年以降の所得倍増政策のなかで，その脆弱な経営基盤は〆借入金

の著しい増大に特徴的に現われているような危機的状況にさらされつあ

る。しかも注目すべきは，このような戦後の生徒増大期のなかで，一時的

にせよ人口減による生徒減が現われるときは，それはそっくりそのままど

ころか100％以上私立にかかってくる。生徒が増大すればますます条件を

悪化させながらその大半を引受け，減少すればまたそのしわよせをすぺて

引受けるのである。そして減少による矛盾の露呈は，それが構造的な形を

とる今年度以降，きわめてドラスティックな形をとらざるをえない。

さらに，これらすべては平均化された指標で見てさえそうなのであり，

私立の内部の格差を個別的・具体的にとり｣二げてみれば，問題はさらに深

刻の度を加えることとなるであろう。

以上のようなさまざまの特徴点を総括して，私は私学の「中小企業的体
(1)

質」と名づけたい。国公立がいわば国家独占的な立場にあるのlこ対し，私

立は「同部門内」において国公立を補完する産業予備節的，クッション的
（２）

役割を減ずる。このことは，ノト・中学校を除く私学に多かれ少かれ共通の

ことであり，日本資本主義の歴代の文教政策により推進されてきた．たと

えば私立大学が「潜在的失業者」といってよい第三次産業労働力の供給源

－４７－
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として安あがりの文科系の大半を占め，しかもそれにおいてすら，国公立

に対しきわめて差別的なレッテルを与えられてきたことを見るがよい。学

生数75％が女子によって占められる短大（1965,『速報』）また同様であ

る。現在このような状況は高校において最も著しく現われている。

（１）ここに十分な内容規定をすることなしに，「中小企業的」というきわめて暖

昧な表現を用いる。より正確には，「産業予備軍的｣，あるいは「クッション

的」といった方が正確であろう。私学は，一般の中小企業のように，倒産する

傍らから叢生してくるというものでもないし，産業榊造によって規定はされな

がら直接景気変動によって浮沈するというものでもない。また学校経営を「企

業」とすることには秘々異論があり，さらに－歩進んで「資本」と規定するこ

とはなおさら問題が多い。それにもかわらず，その体質はあらゆる面において

中小企業のそれであるといってよい。本稿でのこのような問題提起を，さらに

理論的にも，実証的にも，深めることは今後の課題である。

（２）私学の中でも，小・中学校は，むしろ異翻の「商品」を提供するものとして

公立に対し「異部門」における中小企業的存在と考えてよかろう。

一方くりかえし述べるように，私学の中にも，中小企業の内部における

ように，さまざまの格差がある。しかし，いわゆる「一流枝｣，「有名枝」

も，実は単に進学予備校，窮極的には就職予備;枝としての格付け＝産業資

本への優秀な労働力を提供しうる有用度による格付けにすぎず，私学本来

のいわゆる「独自性」をもって存立しうる学校は皆無に近い。すなわち

「系列化」の進行であり，これは今後の「不況期」の中でいよいよ深まる

こととなろう。現在都内259の高校中大学・短大の付属でないものは183

校と７割をこえているが，その中でも，また付属枝の間でも，格差はきは

めて大きい。有名私立大学の付属枝や有名国立大学への事実上の予備校以

外「自由化の嵐」にたえてゆくことは一般に困難である。事実「大学コン

ツェルン」への高校の系列化，中両挙げて受験体制への一本化は，生き残

るための方策として各所で進められている。

資本主義社会の経営体は，その商品の売上をもって，人件費，物件費，

減価償却，蓄徽フォソド，金利負担etc.を一切まかなうのがいわば建前で

ある。このような意味では，教育事業はその公的な性格からいって経営体

－４８－
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私学の中小企業的体質についての一考察（尾形）

として成立ちうるものではない。すなわち，憲法と教育基本法に謡われる
●●

教育の機会均等，換言するならば，財力に応じてでなく能力に応ずる教育

をうける権利と,良心的な教育内容とを前提とする限り,私学がその提供す

る特殊な「商品」の売上＝学費をもってして経営のバランスを合せるとい

うことは，所詮不可能事である。成立ちえないものが今日まで成立ってき

たのは,上述の前提を崩すことによってに外ならないが,｢高かろう」か「悪

かろう｣か，その併用か，いずれにしても，それが可能であったのは，進

学希望者が増大の一途を辿るかぎり，私学といえども「独占的」な立場に

立つことができたからである。しかもたとえば高校についていていうと，
（３）

学校分布のアンバランスにもかかわらず，公立と異なって入学の地区的桁リ

限を持たないことは，私立が都内全般，さらには他県からまで広汎に生徒

を吸収することを可能にした。一カ国公立に比し圧倒的に高い，教育の機

会均等を真向から否定する学費と，他方その商い学費と累横する借入金を

投入してなおかつ公立にはるかに及ばない劣悪な教育諸条件とが，一言で

いうならば「高かろう悪かろう」が，独占的な立場によって今日まで維持

されてきたのである。

私立高校の場合，このような存立の根本条件は急速に消滅しつつある。

「高かろう」はもはや不可能であり）学費値上げは「命とり」ともなりか

ねないとなれば，経営のバランスを合わせるためには，現在の定時制高校

に見られるように内部の諸条件を極度にまで劣悪にする以外途はないし，

そうすればまたなおさら入学希望者の減退を招くことになろう。しかも一

方，前に見たような「系列化」に乗っている有名枝は，依然として「独占

価格」＝高学費を維持できようし，付・属両の場薑合は大学からの赤字補填に

よってしばらくは糊塗することもできよう。かくてそれ自身経営として存

立しえない矛盾を内包する私学の中小企業的体質は,「自由化」の段階を迎

えて，さまざまの学校間格差をともないながら，きわめて歴然たらざるを

えない。

（３）『都政』前掲参照。

.’

。．咄蛆．・・・．咄．．叩甜
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１

むすひ

以上のような私学の「中小企業的体lnUは，くりかえしいうように，さ

らに立入った検討を必要とするし，さらに他のさまざまの視角から，なか

でも労働運動の側面から，十分な究明が加えられねばならない。とくに般

後の点についていえば，現在大きく社会問題として取上げられている私学

への公費助成なども教職員組合の述動の１１１にどのような位置づけを与えら

れねばならないか，教育労働のもつ一般性と特殊性とをどのように統一的

に把握するか，小単組のゲリラ型閉釧性，裏がえしの企業主義と，大単組

の大企業的エゴイズム，幹111i論食いをそれぞれどのように克服すべきか，

企業のワクをこえる単一組織の方向など，理諭的にも実践的にも解決が焦

眉の急として迫られている'１M題が多い。また本稿では考察の対象をさしあ

たり私立高校に限定したが，果して他の私学はどうであろうか。大学とも

なればその規模によっては「大企業｣，さらには「独占資本」と言ってよ

いかどうか。商校に現在現われている諸問題が，形は変えても，数年後大

学・短大の問題とならないだろうか。これらすべては，今後の検討に委ね

なければならない。ともあれ，「調査なくして発言権なし」。具体的な状況

を具体的に分析することが，とくに現時点の組合運動にとって喫緊事とし

て要請されていることを，私たちは明確に心に留める必要があるだろう。

－５０－
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